
 
 

社会文教委員会  
期日：令和２年６月 12日(金) 

午前 10時 

場所：第 1委員会室 

１ 開  会  
２ 委員長挨拶   
３ 執行機関側挨拶   
４ 議案審査 
（１）議案第 53号 

「飯田市南信濃福祉研修センター条例の一部を改正する条例の制定について」 

 

（２）議案第 54号 

「飯田市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について」 

【別紙 補足説明資料】 

 

（３）議案第 55号 

「飯田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について」 

【別紙 補足説明資料】 

 

（４）議案第 56号 

「飯田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について」 

【別紙 補足説明資料】 

 

（５）議案第 57号 

「飯田市福祉医療費給付金条例の一部を改正する条例の制定について」 

 

（６）議案第 58号 

「飯田市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の制定について」 

  
５ 閉  会  



所得段階弾力化に伴う市によ

る軽減（9段階→12段階）

所得段階弾力化に伴う市によ

る軽減（9段階→12段階）

令和元年度実施分

令和元年度実施分

令和元年度実施分

令和２年度実施分

令和２年度実施分

介護保険の１号保険料について、給付費の５割の公費とは別枠で公費を投入し低所得の高齢者の保険料の軽減を強化
※公費負担割合 国1/2、都道府県1/4 、市町村1/4

0.325

0.35

0.60

0.75

第2段階

0.55

0.725

市

町

村

民

税

世

帯

全

員

が

非

課

税

（保険料

基準額×）

収入

第1段階（3,340名）

・生活保護被保護者

・世帯全員が市民税非課税の老齢福祉年

金受給者

・世帯全員が市民税非課税で、前年中の

合計所得金額と課税年金収入額が80万

円以下の方

第2段階（2,645名）

世帯全員が市民税非課税で前年中の合計

所得金額と課税年金収入額が80万円を越

え、120万円以下の方

第3段階（2,626名）

世帯全員が市民税非課税で前年中の合計

所得金額と課税年金収入額が120万円を

超える方

平成30年度 令和元年度 令和２年度

保険料率（国標準） 年額（円） 保険料率（国標準） 年額（円） 保険料率（国標準） 年額（円）

第1段階 0.35（0.45） 25,560 0.325（0.375） 23,736 0.30（0.30） 21,912

第2段階 0.60（0.75） 43,824 0.55（0.625） 40,176 0.50（0.50） 36,528

第3段階 0.75（0.75） 54,792 0.725（0.725） 52,956 0.70（0.70） 51,132

※人数：普通調整交付金のための算定の諸係

数（平成31年4月1日時点）
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公費による軽減（▲0.05）
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第4段階（3,678名）

本人が市民税非課税で同居の世帯員の中

に市民税課税者がいるが、前年中の合計

所得金額と課税年金収入が80万円以下の

方

第5段階（6,841名）基準額 73,056円/年

本人が市民税非課税で、同居の世帯員の

中に市民税課税者がいる方

令和元・２年度 公費による第2段階～第3段階への軽減拡大

R2.6.12 社会文教委員会

議案第54号補足説明資料





１．制度概要

○ 国保制度等においては、様々な就業形態の者が加入していることを踏まえ、傷病手当金については、条例を制定し
て支給することができることとしている（いわゆる「任意給付」）。

２．新型コロナウイルス感染症に関する対応

〇 国内の感染拡大防止の観点から、保険者が傷病手当金を支給する場合に、国が特例的に特別調整交付金によ
り財政支援を行うこととする。

(1)対象者

被用者のうち、新型コロナウイルス感染症に感染した者、又は発熱等の症状があり感染が疑われる者

(2)支給要件

労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日から労務に服することができない期間

(3)支給額

直近の継続した３月間の給与収入の合計額を就労日数で除した金額 × ２／３ × 日数

※ 上記の支給額について、特別調整交付金により財政支援。

(4)適用

令和２年１月１日～９月30日の間で療養のため労務に服することができない期間（ただし、入院が継続する場合等は健康保険と同様、最長１年６月まで）

別添新型コロナウイルス感染症に関する国保・後期高齢者医療における傷病手当金の対応について

[参考]
申請書
・支給申請書(世帯主記入用）
・申請書(被保険者記入用）
・申請書(事業主記入用)
・申請書(医療機関記入用)


